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2011年度自治労県職労基本要求提出交渉
二重カット阻止！持ち家手当を維持し3%賃金カットは約束どおり終了せよ！

メンタル対策室の設置を！超勤予算の抑制をするな！研修単位は当面昇格要件からはずせ！
　自治労県職労は10月20日、労務統括官に対して2011年度基本要求書を提出しました。

　基本賃金や休暇等共通の労働条件は、10月19日にスタートした県労連確定闘争の中で交渉を行い、自治労県職労基本要求については、確定闘争を挟んで、12月に回答交渉、1月に支部代交渉を含めて交渉を行います。

　まだ十分交渉に意見を反映できますので、ご意見、ご要望を自治労県職労までおよせください。

交渉出席者の発言

●３％賃金カット下の引下げ勧告は容認できない。

●持ち家手当の廃止は認められない。地方独自の判断があるべきだ。

●「残業ゼロ」で、時間外手当の予算が削られている。既に底をつきかけている職場もある。時間外勤務が減る前に、予算を削減するのはおかしい。

●早朝、土日の勤務を「残業ではない」として、時間外手当が払われていないという話がある。労基法違反状態だ。

●4月以降、組織再編、人事制度改革、「厳格な経理執行」などが同時進行で行われ、だれも「残業ゼロ」ができるとは思っていない。

●「厳格な経理執行」で、会議のお茶を買うのにも所属長決裁で、経理課の職員が2人がかりで確認する。新聞も毎朝2人で配達されているか確認しているという話もある。こんなばかげたことが必要か？職員の過重負担解消と効率的な事務執行のために、早急に運用等を見直すべきだ。

●「19時閉庁」が実施されて以降、「19時までは残業ではない」という雰囲気になっている。また、以前の「ノー残業デー・一斉消灯日」は、職員は18時には帰っていたが、19時閉庁になってからは19時までいる。かえって後退しているのではないか。

●労働センターは再編されたが、人が減らされ、職員の担当するエリアが広がった。「残業ゼロ」とは逆に残業が増えている。再編後の検証をすべきだ。

●研修の単位取得が昇格用件に入ったが、今年度は多くの職員が研修を受けられなかった。能力ではなく、抽選で研修を受けられないから昇格できないのでは、みんなやる気をなくす。

●臨任職員の雇用が4月21日になっているので、4月分の交通費は自腹になっている。当事者は収入や社会保険で不利だし、周りの職員も次に臨任が雇用されるまで間、年度末・年度初めの忙しい時期に大きな負担となる。

●県税事務所でも、臨任・非常勤は多い。みんないい仕事をしているのに賃金が安い。処遇を改善しないといけない。

●職員健康管理センターに、メンタルヘルス不全対策室を設け、守りの姿勢ではなく、一歩踏み出した対策を行う必要がある。

●児童相談所は児童虐待の増加等で過重労働になっており、メンタルヘルス不全が増加している。

●本庁舎の玄関は、南側以外手すりがない。障害のある職員はもとより、来庁する高齢者にとっても危ない施設だ。早急に改善すべきだ。

●リハ勤時の公務災害・通勤災害に対応するために、損害保険等に加入すべきだ。既に埼玉県などでは導入されており、予算額的にも少ない額だ。
2011年度基本要求重点要求項目

○基本賃金は、実態の伴う引上げを行なうこと。
○一時金の引下げを行わないこと。

○自宅に係る住居手当を堅持すること

○臨時的任用職員、非常勤職員、再任用職員の療養休暇を有給化すること。

○「残業ゼロ」を理由に、時間外勤務予算の削減や配当の抑制を行わないこと。

○早朝、休日についても、正確に時間外勤務として認定すること。

○時間外勤務申請の「入力抑制」を行った管理職に対しては、厳格な処罰を行うこと。

○「残業ゼロ」を実現するために、業務の抜本的な見直しとともに、残業をせずに済む適正な人員配置を行うこと。

○労働条件の変更を伴う施策については、十分な交渉に基づく合意を前提に行うこと。

○長時間・過重労働の主要因の一つは、慢性的な人員不足であり、早急に必要な人員を確保すること。
○欠員は正規職員をもって早急に解消すること。

○メンタルヘルス不全による療養休暇、休職については、当事者の着実な復職支援、周囲の職員の負担軽減の観点から、常勤職員を充てること。当面、休職明けの一定期間については臨任職員を継続すること。

○職員健康管理センター内に産業医を責任者とする対策室を設け、発症予防、早期発見、早期ケア、早期復職サポートの枠組みによる総合的なメンタルヘルス不全対策を確立すること。

○実効ある対策とするために、最低限精神科医である産業医を一名は配置し、その他の産業医についても、メンタルヘルス不全対策の知識・経験が豊富な医師とすること。

○リハビリ勤務実施状況の検証を早急に行うこと。

○人事評価システム導入時の「いたずらに差をつけるものではない。人材育成のための制度である」との確認どおり、誰もが納得し、やる気になる評価となっているか検証し、検証結果に基づき適正に運用すること。

まず、検証時期を明示すること。

○「職場マネジメント支援制度」の対象範囲の拡大は、管理職手当受給者までとすること。

○一連の人事制度改革については、組合としては合意に至っておらず、引き続き誠実に交渉・協議を行うこと。

○研修は希望数を満たせるよう設定すること。

○2010年度において研修希望から漏れた職員については、2011年度に優先的に受講させること。

○現場で事業を行っている職員が受講できるよう、年間を通じて受講機会を増やすこと。

○上記項目が実現するまで、研修受講を昇格要件からはずすこと。

○本庁組織再編について、検証を行い、問題点を解消すること。

○各局に設置された「企画調整部」等は、煩雑な決裁を招くなど、業務の効率性や職員の労働時間短縮の観点からも支障をきたしており、見直すこと。

○副課長ポストは、職員負担、組織運営や人材育成の観点から重要であり、必要な課に配置すること。

○予算、庶務等の内部管理事務は、各部の筆頭課に人員を配置の上で集約すること。

○一部一課の設置の実態を検証し、改善すること。

○グループリーダーの負担を軽減するよう具体的な措置を講ずること。

○労働センター、農業技術センター等の組織再編について、早急に検証を行うこと。
○出先機関の再編にあたっては、自治労県職労との十分な交渉と合意の上で行うこと。

○「不適正」経理処理を理由として行われた、地方公務員法に根拠のない事実上の「処分」（3月1,701名、9月43名）を撤回し、当該職員の名誉回復を図ること。

○経理執行の適正化に向けて、職員の声を把握するとともに、組合と協議すること。
○職員に過重な負担を強い、効率的な事務執行の妨げとなっている「厳格な執行」を是正すること。

○適性かつ合理的な執行を行うため、条例・運用の改善を行い、人員を配置すること。

○必要な制度改正を国に働きかけること。

○「任期の定めのない短時間公務員制度」を創設し、恒常的な職に就く非常勤職員の雇用期間を一年未満とする不合理な取り扱いを改め、現行の非常勤職員を任用すること。

○均等待遇の原則により、非常勤職員の報酬を抜本的に改善すること。

○日々雇用職員の通勤にかかる実額を支給すること。

○一方的な雇い止めは行わないこと。
○一定の要件により、臨時的任用職員を正規職員とするよう、任用制度を抜本的に改革すること。
○再任用の任用形態については、再任用希望者の意向を十分尊重すること。

○視覚障害者が利用可能となるよう、人事給与システムを約束どおり早急に改善すること。
○意向申告書様式、自己観察記録様式を視覚障害者が利用可能となるよう、早急に改善すること。

○今後システムの導入・改善にあたっては、「情報バリアフリーガイドライン」に基づき行うよう徹底し、必要なバックアップ体制等の整備に努めること。

○電話交換業務を廃止又は委託することなく、視覚障害を持つ電話交換職員の職場を確保すること。

○本庁舎の駐車場の舗装を整備すること。

○本庁舎の入口に車椅子用のスロープや手すり等を設置すること。

○「安さ」のみを追求する競争入札から、公共サービスの質の向上や自治体政策実現に資する入札制度に改革するため、「公契約条例」を制定し、公正労働、雇用継続、障害者雇用、男女平等参画、環境への配慮、行政施策への協力実績等をふまえた総合評価を落札条件とすること。
県労連確定闘争スタート！

組合員の皆さんの参加を呼びかけます！

○県労連支部代交渉報告集会

・10月29日（金）17時30分～

・本庁舎南側玄関前

○自治労県職労総決起集会

・10月29日（金）18時30分～

・自治会館602会議室

○県労連総決起集会

・11月1日（月）18時30分～

・関内ホール









